
 

 
 

おける排出量を把握する対象範囲とすることとした。

建設現場の施工段階における二酸化炭素排出量とし

て工事現場からの排出量に加え、建設材料の製造・

運搬に関しても把握の対象範囲とする。 

 

３．建設分野における排出量の算定方法 

排出量の算定にあたっては、基本ガイドラインが

示す基本式に則り、活動量×排出原単位の総和を算

定する（図-3）。このため算定においては「活動量」

とその活動に伴う｢排出原単位」の把握が必要となる。 

図-3 CO2排出量算定の基本式２） 

 

活動量の把握、すなわち建設工事を構成する工種

内容および活動量を簡便に把握する方法として積算

資料を利用することとした。積算資料は工事発注時

および工事精算時に作成するもので、積算資料から

活動量を把握するのは比較的容易で合理的な手法と

考えられる。積算資料から算定対象とする工種・工

程や建設材料等の活動量の範囲を設定した。基本的

に積算資料で活動量が把握できる活動については算

定対象とし、全体の排出量への影響が小さくかつ算

定が難しいものは算定除外とした。また、影響が小

さくかつ正確な算定が難しいか煩雑なものを当面は

算定除外とすることとした。当面算定除外とした活

動については今後の検討課題である。 

国交省直轄工事の実際の積算情報を元に排出量の

試算を行い、算定対象範囲を決定した。Scope1（燃

料の使用に伴う直接排出）、Scope2（電力などエネ

ルギー起源の間接排出）、Scope3-1（購入した製品・

サービス）、Scope3-3（Scope₋1,2に含まれない燃料

及びエネルギー関連）、Scope3₋4（上流側の輸送等）、

Scope3₋5（現場から発生する廃棄物）が主な算定対

象となった。 

排出原単位については、『IDEA
い で あ

』3)、環境省の温室

効果ガス排出量の『算定･報告・公表制度における算

定方法・排出係数一覧』4）、国立環境研究所の『産

業連関表による環境負荷原単位DB』5）、LCA日本フォ

ーラムのLCAデータベース6）等がある。建設現場に係

るデータの充実度や更新頻度、データの利用料金な

ど、算定に利用する際には留意すべき事項がある。 

 

４．排出量及び排出削減量の算定 

 以上の検討結果を取りまとめ、工事現場からのCO2

排出量を把握するための算定マニュアル(案)を作成

した。標準的な工法や材料で施工した場合の排出量

を標準排出量、脱炭素技術等を適用して施工した場

合の排出量を脱炭素技術適用後排出量とし、両者の

差分が当該工事における排出削減量となる。 

 

５．今後の予定 

 令和６年度は各地方整備局のモデル工事を対象に、

この算定マニュアル(案)を使ってCO2排出削減量を

試算し、算定マニュアル(案)をより使いやすいもの

へ改定していく予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1）環境省 排出量算定に関するガイドライン 

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_c

hain/gvc/estimate.html#no03 

2）環境省 「サプライチェーン排出量の算定と削減

に向けて」 54p 

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_c

hain/gvc/files/SC_syousai_all_20230301.pdf 

3）（一社）サステナブル経営推進機構 『IDEA』 

https://sumpo.or.jp/consulting/lca/idea/inde

x.html 

4）環境省 温室効果ガス排出量 算定･報告･公表制度 

  算定方法・排出係数一覧 

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc 

5）独立行政法人 国立環境研究所の『産業連関表に

よる環境負荷原単位データブック（3EID） 

https://www.cger.nies.go.jp/publications/re

port/d031/jpn/index_j.htm 

6）LCA日本フォーラム LCAデータベース 

https://lca-forum.org/database/ 

 

（キーワード）  のり面緑化、地域生態系、目標群落、獣害対策 

１．はじめに 

建設事業において生物多様性の保全の取り組みが

推進されるなか、良好な自然環境が存在する地域に

造成されるのり面では、従来の外来牧草類を主体と

した緑化に対し、外来種による希少在来種の被圧や

生態系の攪乱等を抑制する緑化工が導入されつつあ

る。しかし、これらの工法は植物材料を使用しない

植生基盤の施工が中心であるため、成立させる植生

の目標群落が不明確であることが課題となっていた。 

また、近年ではシカやイノシシ等の生息数の増加に

伴って、食害や踏み荒らしによるのり面の侵食が発

生していることも問題となっている（写真）。 

 本稿では、地域生態系に配慮したのり面緑化工に

おいて、これまでに全国各地で施工されたのり面緑

化地で成立した植生調査の結果に基づき設定した緑

化の目標群落と、獣害被害を受ける地域で必要とな

る獣害対策について紹介する。 

２．地域生態系に配慮したのり面緑化工の目標群落 

 地域生態系に配慮したのり面緑化工としては、自

然侵入促進工、表土利用工、地域性種苗利用工があ

る（図-1）。 

自然侵入促進工：のり面の表層侵食を抑制すると

ともに周辺から飛来する種子を捕捉する

ためのマット等を敷設し、自然に依存して

植生を回復する工法 

表土利用工：施工地周辺の森林等から採取した表

土をのり面の植生基盤として活用し、その

表土に含まれている埋土種子から植生の

成立を期待する工法 

工法 適用条件 施工イメージ

自
然
侵
入
促
進
工

緑化に多少の時間
がかかることを許容
できるのり面。
緑化目標となる植
生（周辺樹林から
の飛来種子が期待
できる）が隣接す
る。

植生マット工

表
土
利
用
工

早期緑化が必要な
のり面。
緑化目標となる植
生（樹林や草原）
の埋土種子を含む
表土が周辺に存在
する。

表土＋植生基材吹付工

地
域
性
種
苗
利
用
工

確実な早期緑化が
必要なのり面。
緑化目標となる植
物の種子や苗木を
確保できる植生が
周辺にある。

地域性苗木設置吹付工

施工直後 施工６年後

施工直後 施工６年後

施工直後 施工６年後

地域性種苗利用工：施工地周辺に自生する植物の

種子を採取・育苗し、植物材料として植生

基材に混入して吹き付け、あるいは植栽す

ることにより植生を成立させる工法 

 目標群落は、のり面緑化工の特徴に応じて成立す

る植生と植被率及び群落高について、施工後3～5年 

外来牧草による希少在来種の消失    シカによるのり面の侵食 

写真 のり面緑化の課題 

図-1 地域生態系に配慮したのり面緑化工 
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の成立過程で確認すべき先駆植物などによる緑化目

標群落と、施工後50年後以降に到達させる地域の自

然植生や代償植生である最終目標群落に段階毎で区

分した。その上で、過去に施工されたのり面緑化工

で成立した植生遷移の過程と周辺植生との調和に対

する効果検証を行い、図-2に示す試案を作成した。

なお、のり面緑化地においてシカ等による獣害が予

想される場合には、緑化により成立を目指す目標群

落を、以下のように適宜変更することも検討する。 

 ・不嗜好性や採食耐性植物が優占する群落 

（例）アカマツ群落、オオバアサガラ群落、 

      ススキ群落、チカラシバ群落等 

・のり面の表面侵食防止を主目的とした草本群落 

 （例）ヨモギ群落、メドハギ群落等 

 

３．のり面緑化における獣害対策 

現在行われている獣害対策工としては、面的な防

除として防護柵工、浮体式ネット敷設工、その他と

して客土注入マット工や厚層金網の敷設工等、単木

防除として苗木保護工、植物選択による防除として

不嗜好性・採食耐性の種苗利用工がある（図-3）。 

獣害が想定される場合には、成立させる目標群落

に応じて以下に示す対策の実施が必要となる。 

 ・標準的な目標群落（図-2） 

   獣害対策として防護柵工、苗木保護工、浮体

式ネット工等による十分な植物保護を行う。 

 ・不嗜好性や採食耐性植物が優占する群落 

   不嗜好性・採食耐性植物の種苗を利用した緑

化工を行う。 

 ・のり面の表面侵食防止を主目的とした草本群落 

   浮体式ネット工などによる植物保護を行う。 

４．おわりに 

本成果は、良好な自然環境地域においてのり面緑

化を実施する際に現場で活用できる技術資料として

とりまとめる予定である。 

 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研資料 No.1262 pp.9-10 

https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn

1262.htm 

図-3 のり面緑化地における獣害対策（例） 

表土利用工
自然侵入促進工

地域性種苗利用工

成立
植生

のり面の周辺環境に適応した
先駆植物が優占した植生

（例)
ススキ、ヌルデ、タニウツギ、

アカメガシワ、カラスザンショウ、
ヤシャブシ、アカマツ、

オノエヤナギ、ヤマハンノキ、
リュウキュウマツ等

タニウツギ

のり面に播種あるい植栽
された植物が優占した植生

（例）
ススキ、ヤマハゼ、ヌルデ、
アカメガシワ、ヤマザクラ、
カエデ類、ネズミモチ、

シャリンバイ等

ススキ（播種）

植被率 80%以上 90%以上
群落高

成立
植生

植被率

群落高

※1：最終目標群落の施工後年数は、代償植生とする場合には目標種に
　　　応じて異なる。
※2：群落高は、地形、地質、のり面勾配、気候条件等によっては15ｍに達
　　　しない場合がある。

緑化工法

（
施
工
3
～

5
年
後

）

緑
化
目
標
群
落

2m以上

（
施
工
5
0
年
後
以
降
※

1

）

最
終
目
標
群
落

緑化対象地域の自然植生
あるいは代償植生（人為的管理により成立）

（例）自然植生
常緑針葉樹林：アカマツ群落

落葉広葉樹林：ミズナラ群落、ケヤキ群落
常緑広葉樹林：スダジイ群落、シラカシ群落
例）代償植生：ススキ群落、クヌギ・コナラ群落

ミズナラ群落　　　　　　　　　スダジイ群落

概ね100%

自然植生：15m以上
※2

代償植生：人為的管理による目標を適宜設定
（例）ススキ群落であれば2m程度

単木防除 植物選択

防護柵工 浮体式ネット敷設工
その他

厚層金網敷設工等
苗木保護工

不嗜好性・採食耐性の
種苗利用工

目的 のり面侵入を防止
根元までの採食を

防止
根元までの採食を
部分的に防止

樹皮の採食を防止 採食を防止

実施例

整備費 100～150万円程度（140m） 50万円程度（1,000本） 100～150万円程度（1,000㎡）

有効期間 5年以上 5年以上 5年以上 5年以上（樹木成長による） 5年以上

維持管理 点検・補修 点検・補修 点検・補修 点検・撤去 モニタリング

工種
面的防除

200～300万円程度（1,000㎡）

図-2 のり面緑化に成立させる目標群落（試案）
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